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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第118期

第２四半期
連結累計期間

第119期
第２四半期
連結累計期間

第118期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高
（百万円）

1,174,278 1,182,894 2,439,953

（第２四半期連結会計期間） (605,536) (624,532)  

税金等調整前四半期

（当期）純利益
（百万円） 62,520 75,807 157,154

当社株主帰属四半期

（当期）純利益 （百万円）
31,465 40,551 80,996

（第２四半期連結会計期間） (16,515) (25,186)  

当社株主帰属四半期

（当期）包括利益
（百万円） 75,013 85,370 175,226

株主資本 （百万円） 1,934,568 2,096,688 2,020,639

純資産額 （百万円） 2,097,241 2,283,050 2,198,223

総資産額 （百万円） 3,120,287 3,318,817 3,226,969

１株当たり当社株主帰属

四半期（当期）純利益 （円）
65.30 84.13 168.07

（第２四半期連結会計期間） (34.27) (52.26)  

潜在株式調整後

１株当たり当社株主帰属

四半期（当期）純利益

（円） 65.13 83.89 167.63

株主資本比率 （％） 62.0 63.2 62.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 128,840 129,242 292,532

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △67,806 △79,022 △125,478

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,783 △2,715 △25,094

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 514,889 663,903 604,571

 

(注)　１　当社の連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成しております。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当社は、米国会計基準によって連結財務諸表を作成しており、「関係会社」については米国会計基

準の定義に基づいて開示しております。「第２　事業の状況」においても同様であります。

　当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)は、「わたしたちは、先進・独自の技術を

もって、最高品質の商品やサービスを提供する事により、社会の文化・科学・技術・産業の発展、健

康増進、環境保持に貢献し、人々の生活の質のさらなる向上に寄与します。」との企業理念の下、イ

メージング ソリューション、インフォメーション ソリューション、ドキュメント ソリューション

を提供し、社会とお客様に信頼されるグローバル企業を目指しております。

　当第２四半期連結累計期間において、各事業部門に係る主な事業内容の変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したも

のであります。

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間の世界経済を概観すると、全体として緩やかな回復基調が継続しまし

た。米国では、個人消費が堅調に推移し、雇用環境の改善や住宅着工に持ち直しの動きがみられる

等、景気は順調に回復しています。欧州では、英国で景気が回復していることに加え、ユーロ圏で

もドイツがけん引する形で持ち直しの動きが続きました。アジアでは、中国で景気拡大のテンポは

穏やかになっているものの、台湾の景気回復が続く等、総じて堅調な成長を維持しています。日本

においては、消費税増税の影響等で改善に一服感がみられるものの、景気は引き続き緩やかな回復

基調が続いております。

　当社グループは引き続き、成長性が高く当社グループの技術力を存分に発揮できる「ヘルスケ

ア」「高機能材料」「ドキュメント」の事業分野と、成長が続く新興国を中心とするグローバル展

開に経営資源を集中投入し、迅速果敢に事業展開に取り組んでおります。

　当社グループの当第２四半期連結累計期間における連結売上高は、デジタルカメラの高級機種へ

のシフトに伴う販売台数の減少による売上の減少や、フラットパネルディスプレイ材料事業の売上

が減少したものの、フォトイメージング事業、メディカルシステム事業、電子材料事業、ドキュメ

ント事業等で売上を伸ばし1,182,894百万円（前年同期比0.7％増）となりました。国内売上高は

487,926百万円（前年同期比0.3％減）、海外売上高は694,968百万円（前年同期比1.5％増）となり

ました。

　営業利益は、各事業における収益性の改善や減価償却方法の変更に伴う影響等により、71,595百

万円（前年同期比24.7％増）となりました。税金等調整前四半期純利益は75,807百万円（前年同期

比21.3％増）、当社株主帰属四半期純利益は40,551百万円（前年同期比28.9％増）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①　イメージング ソリューション部門

　フォトイメージング事業では、“チェキ”「instax mini 90 ネオクラシック」「instax

mini 8」等のインスタントカメラや、スマートフォンで撮影した画像を簡単にチェキフィルム

にプリントできるプリンター“スマホ de チェキ”「instax SHARE SP-1」の販売が引き続き好

調に推移したことに加え、国内のみならず海外展開も開始した、良い写真を自動で選択・配置

しフォトブックを最短５分でレイアウトできる「Year Album」等の付加価値プリントビジネス

の拡大等により、売上が増加しました。

 光学・電子映像事業では、コンパクトデジタルカメラのラインアップ縮小により売上は減少

したものの、プレミアムデジタルカメラ「Xシリーズ」の販売が好調に推移しました。電子映像

分野では、平成26年２月に発売した防塵・防滴・耐低温性能のプレミアムミラーレスカメラ

「FUJIFILM X-T1」等の販売が引き続き好調に推移しました。今後も、平成26年11月より発売す

るプレミアムコンパクトデジタルカメラ「FUJIFILM X100T」や大口径望遠ズームレンズ「フジ

ノンレンズ XF50-140mmF2.8 R LM OIS WR」等ラインアップを拡充し、販売を強化していきま

す。光学デバイス分野では、スマートフォン用カメラモジュールの販売は減少しましたが、テ

レビカメラ用レンズ等の販売は堅調に推移しました。
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 本部門の連結売上高は、フォトイメージング事業で売上を伸ばしたものの、デジタルカメラ

等の売上の減少により、168,937百万円（前年同期比4.2％減）となりました。営業利益は、

フォトイメージング事業におけるインスタントカメラの好調な販売や売上原価低減に加え、デ

ジタルカメラの損益が改善したこと等により、4,584百万円（前年同期営業損失5,384百万円）

となりました。

 

②　インフォメーション ソリューション部門

 メディカルシステム事業では、国内で当第２四半期連結累計期間の前半に消費税増税による

駆け込み需要の反動影響を受けたものの、超音波診断装置や医療IT等の販売が好調に推移し、

売上が増加しました。医療機器分野では、低価格・小型デジタルＸ線画像診断装置「FCR

PRIMA」シリーズの販売が新興国等の海外を中心に、DR方式・カセッテ型デジタルＸ線画像診断

装置「CALNEO」シリーズの販売が国内を中心に堅調に推移しました。内視鏡分野では、新経鼻

内視鏡や新世代内視鏡システム「LASEREO」等の販売も堅調に推移しています。超音波診断装置

分野では、前連結会計年度に発売したハイエンド超音波画像診断装置「X-Porte」の販売が好調

に推移し、またFUJIFILM SonoSite, Inc.との技術を結集して開発した携帯型超音波診断装置

「FUJIFILM FC1」の国内での販売を強化しています。医療IT分野では、医療情報統合による診

療支援のため、医用画像情報システム(PACS)を中心に診療分野での事業拡大を進めています。

当社グループのPACS「SYNAPSE」は、国内で引き続きトップシェアを維持しています。

 医薬品事業では、富山化学工業㈱が販売するβ-ラクタマーゼ阻害剤配合抗生物質製剤「ゾシ

ン」は堅調に推移したものの、国内で抗菌薬市場全体の低調が続き、売上は減少しました。研

究開発においては、アルツハイマー型認知症治療薬「T-817MA」の日本での第Ⅱ相臨床試験を平

成26年５月末より開始しました。また、米国においては平成26年６月より全米最大のアルツハ

イマー型認知症の研究機関であるAlzheimer's Disease Cooperative Studyと共同で第Ⅱ相臨床

試験を開始しました。さらに、抗がん剤「FF-10501」の再発・難治性骨髄異形成症候群（MDS）

を対象とする第Ｉ相臨床試験を米国テキサス州立大学 MDアンダーソンがんセンターで平成26年

８月より開始する等、着実にパイプラインの開発を推進しています。

　ライフサイエンス事業では、当第２四半期連結累計期間の前半に消費税増税による駆け込み

需要の反動影響を受け、店販での回復が遅れて売上が減少しました。なお、通販の売上は後半

に急速に回復し前年並みとなりました。平成26年９月には、新ベースメイクシリーズ「アスタ

リフトライティングパーフェクション」、ヘアケアシリーズ「アスタリフト スカルプフォーカ

ス」等新製品の販売を開始しました。今後も「アスタリフト」ブランドのラインアップの強化

により、女性の美しさを総合的にサポートするトータルエイジングケアブランドとして、より

多くの女性のニーズに応えていきます。

 グラフィックシステム事業では、国内で当第２四半期連結累計期間の前半に消費税増税によ

る駆け込み需要の反動影響を受けたものの後半に回復し、売上が増加しました。今後も主力製

品であるCTPプレートのシェア拡大に加え、デジタルプリンティング機器や産業用インクジェッ

トヘッドの拡販により、売上拡大を図ります。

 フラットパネルディスプレイ材料事業では、液晶テレビの大画面化の影響等で「フジタッ

ク」、VA用フィルムの販売が堅調に推移したものの、平成25年４月、５月に中国で液晶テレビ

需要が特に旺盛だったこともあり、売上は前年同期比で減少となりました。引き続き液晶テレ

ビ向けに更なる拡販を図るとともに、需要拡大が見込まれる中小型向けにIPS用フィルム、「フ

ジタック」、「WVフィルム」等の薄膜品での拡販を進めていきます。

　産業機材事業では、既存事業の販売は堅調でしたが、新規事業の一部販売遅れ等によって、

売上が減少しました。スマートフォン・タブレット・ノートPC等に搭載されるタッチパネル用

センサーフィルム「エクスクリア」や、太陽電池用バックシート等、今後も成長が見込まれる

新規事業での売上拡大を目指します。
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　電子材料事業では、先端品のフォトレジスト、CMPスラリー、及び処理剤等のフォトリソ周辺

材料が好調だったことに加え、旧世代製品のフォトレジスト、ポリイミド等も堅調に推移し、

引き続き幅広い製品の販売が各地域で伸長したことにより、売上が大幅に増加しました。

　記録メディア事業では、業務用ビデオの販売が総需減の影響を受けて減少したものの、コン

ピューター用磁気テープの販売が堅調に推移し、売上が増加しました。「BaFe（バリウムフェ

ライト）磁性体」等の独自技術によるテープ高容量化とともに、データアーカイブサービス

「d:ternity（ディターニティ）」の普及等により、データアーカイブ分野における一層の売上

拡大を目指していきます。

 本部門の連結売上高は、メディカルシステム事業や電子材料事業等で売上を伸ばしたもの

の、フラットパネルディスプレイ材料事業の売上が減少したこと等により、443,594百万円（前

年同期比1.0％減）となりました。営業利益は、各事業の収益性改善や減価償却方法の変更に伴

う影響等により32,377百万円（前年同期比1.8％増）となりました。

③　ドキュメント ソリューション部門

　オフィスプロダクト事業は、国内において、前連結会計年度後半での需要増からの反動及び

前年同期には大型商談があったことの影響等により、カラー複合機及びモノクロ複合機の販売

台数は減少しました。アフタービジネスは市場稼働台数の増加、１台あたりコピー枚数の増加

はあったものの、コピー１枚あたりの単価下落影響により減収となりました。アジア・オセア

ニア地域においては、カラー複合機が好調に推移し、販売台数が増加しました。米国ゼロック

ス社向け輸出においては、カラー複合機の販売台数はやや増加したものの、モノクロ複合機の

販売台数は減少しました。オフィスプロダクト事業トータルでの販売台数は増加しました。

　オフィスプリンター事業は、国内においては、モノクロ機及びカラー機共に販売台数が減少

しました。アジア・オセアニア地域においては、モノクロ機が好調に推移し、販売台数が増加

しました。米国ゼロックス社向け輸出においては、カラー機の販売台数はやや増加したもの

の、モノクロ機の販売台数は減少しました。オフィスプリンター事業トータルでの販売台数は

増加しました。

　プロダクションサービス事業は、国内においては、モノクロ・プロダクション・プリンター

及びカラー・オンデマンド・パブリッシング・システムの販売が減少し、トータルでも販売台

数が減少しました。アジア・オセアニア地域においては、カラー・オンデマンド・パブリッシ

ング・システムの販売が減少し、トータルでも販売台数が減少しました。米国ゼロックス社向

け輸出においては、カラー・オンデマンド・パブリッシング・システムの販売が好調に推移

し、トータルでも販売台数が増加しました。

　グローバルサービス事業は、国内においては、マネージド・プリント・サービス（MPS）ビジ

ネスが好調に推移し、さらに連結対象となった富士ゼロックスサービスリンク㈱の売上寄与に

より、対前年同期で増収となりました。また、アジア・オセアニア地域においても増収となり

ました。

　本部門の連結売上高は、国内、アジア・オセアニア地域、米国ゼロックス社向け輸出の全て

の地域での売上増に加え、当年度より連結対象となった富士ゼロックスサービスリンク㈱の売

上が寄与したこと等により、570,363百万円（前年同期比3.7％増）となりました。営業利益

は、継続的な販売価格の下落による影響はあったものの、売上の増加に伴う売上総利益の増加

に加え、継続した売上原価改善や販売費及び一般管理費比率の低減に向けた施策が寄与し、

49,668百万円（前年同期比7.6％増）となりました。

 

（２） キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」と記述し

ます。）は、前連結会計年度末より59,332百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において

は663,903百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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　営業活動により得られた資金は129,242百万円となり、前第２四半期連結累計期間と比較して

402百万円（0.3％）増加しておりますが、これは受取債権の回収額が増加したこと等によるもの

です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動に使用した資金は79,022百万円となり、前第２四半期連結累計期間と比較して11,216

百万円（16.5％）増加しておりますが、これは有価証券・投資有価証券の購入額が増加したこと

等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動に使用した資金は2,715百万円となりました。前第２四半期連結累計期間に財務活動

により得られた資金は1,783百万円となっております。前第２四半期連結累計期間と比較して、

配当金支払額が増加しました。

 

（３） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当面の対処すべき課題の内容

　当社グループは、前連結会計年度を最終年とする中期経営計画「VISION80」に基づく成長戦略

を強力に推し進め、事業構造転換を図ってきた結果、さらなる成長に向けた経営基盤を確立しま

した。また、平成26年１月には、創立80周年を機に、当社グループが目指すべき将来の姿を示す

新たなコーポレートスローガン「Value from Innovation」を制定しました。

　新コーポレートスローガンのもと、世の中にあるさまざまな社会課題を解決することが当社グ

ループの事業成長の機会と捉え、先進・独自の技術で、新たな価値を創出させ、中期的に安定成

長できるビジネスポートフォリオを構築し、持続的な成長で社会に貢献できる企業を目指し、平

成26年11月に中期経営計画「VISION2016」を策定しました。

　当社グループは、６つの重点事業分野（ヘルスケア、高機能材料、ドキュメント、グラフィッ

クシステム、光学デバイス、デジタルイメージング）の中でも、高い成長が期待できる「ヘルス

ケア」「高機能材料」「ドキュメント」の３事業分野に経営資源の集中投入を行い、売上及び利

益を拡大していきます。「ヘルスケア」事業分野においては、メディカルシステム事業で、成長

領域である医療IT、内視鏡及び超音波診断装置で年率２桁の売上成長を実現させます。医薬品事

業では、バイオ医薬品受託製造で売上を拡大させ、また新薬開発を加速させます。ライフサイエ

ンス事業では、当社グループの技術を生かし、差別化した機能性製品のラインアップを充実さ

せ、売上を増加させます。「高機能材料」事業分野においては、フラットパネルディスプレイ材

料事業、産業機材事業及び電子材料事業で、既存製品での優位性を維持しつつ、技術力を生かし

て、市場のニーズにマッチする収益性の高い新製品をタイムリーに投入していくことで売上及び

利益を拡大していきます。また、この目標を実現するために、当社グループの基盤技術・コア技

術を社外のビジネスパートナーに示し、新たな価値を「共創」することを目的とした「Open

Innovation Hub（オープンイノベーション ハブ）」を開設しました。「ドキュメント」事業分

野においては、国内をはじめ先進国で、サービス事業拡大やソリューション展開を強化させま

す。中国やその他の新興国では、市場ニーズにマッチしたコスト競争力のある製品の開発を強化

し、成長を加速させます。これらに加え、売上原価改善施策等を継続し、売上及び利益を拡大し

ていきます。また、上記の３事業分野以外においても、全社レベルでの現場力向上による競争力

の強化により、全事業で収益性を向上させ、経営基盤をより強固なものにしていきます。これら

の取り組みに加え、配当と自社株買いによる株主還元の強化により、株主資本利益率（ROE）の

向上を実現します。

　このほかにも、コーポレート・ガバナンスの充実や、コンプライアンス・リスクマネジメント

の強化を図るとともに、社会貢献活動や環境課題への対応になお一層真摯に取り組むことで企業

の社会的責任を果たし、社会全体の発展に尽力していきます。

 

　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
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　株主の皆様から経営を負託された当社取締役会は、その負託にお応えすべく、平素から当社グ

ループの財務及び事業の方針を決定するにあたり、中長期的な視点に基づく持続的な成長を通じ

て、企業価値・株主共同の利益の確保及び向上を図ることがその責務であると考えております。

この考え方に基づき、当社グループの企業理念のもと、「先進・独自の多様な技術力」と「グ

ローバルネットワーク」、これらを下支えする「人材」と「企業風土」という当社グループの企

業価値の源泉を伸張させること等により、企業価値の向上に努めてまいりました。

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの企業価値の源泉を

理解し、中長期的な視点から当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保し、向

上していくことを可能とする者である必要があると考えております。当社は、当社の支配権の獲

得を目的とした買収提案がなされた場合、それを受け入れるか否かは最終的には株主の皆様のご

判断に委ねられるべきものと考えております。

　株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や

株主が株式の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を検討す

るための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社に買収者との十分な交渉機会を提供しな

いもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものがあります。

　当社は、当社株式の大量買付を行おうとする者が現れた場合は、株主の皆様のご判断に資する

べく積極的な情報収集と適時開示に努めるとともに、当社の企業価値・株主共同の利益の確保及

び向上を図るために、会社法及び金融商品取引法等の関係諸法令の範囲内で可能な措置を適切に

講じてまいります。

 

（４） 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、79,822百万円（前

年同期比4.4％減）であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月14日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 514,625,728 514,625,728
東京・名古屋の各証券取

引所(市場第一部)
単元株式数100株

計 514,625,728 514,625,728 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
― 514,625,728 ― 40,363 ― 63,636
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海一丁目８－11 33,112 6.43

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口)
東京都港区浜松町二丁目11－３ 26,541 5.15

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 18,171 3.53

ザ バンク オブ ニユーヨーク メ

ロン エスエーエヌブイ 10

(常任代理人 株式会社三菱東京

UFJ銀行)

ベルギー　ブリュッセル

 

(東京都千代田区丸の内二丁目７－１)

13,983 2.71

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１－２ 10,478 2.03

ノーザン トラスト カンパニー

(エイブイエフシー) アカウント

ノン トリーテイー

(常任代理人 香港上海銀行東京支

店)

英国　ロンドン

　

(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

8,011 1.55

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台三丁目９ 7,310 1.42

ステート ストリート バンク ア

ンド トラスト カンパニー

(常任代理人 株式会社みずほ銀

行)

アメリカ合衆国　ボストン　

　

(東京都中央区月島四丁目16－13)

6,667 1.29

株式会社ダイセル 大阪市北区梅田三丁目４－５ 6,062 1.17

ステート ストリート バンク

ウェスト クライアント トリー

ティー

(常任代理人 株式会社みずほ銀

行)

アメリカ合衆国　ノースクインシー　

　

(東京都中央区月島四丁目16－13)　

5,592 1.08

計 － 135,930 26.41

（注）　上記のほか、当社は自己株式32,603千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.33%)を保有しておりま

す。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】
平成26年９月30日現在

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式

32,603,100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

481,627,300

 

4,816,273
―

単元未満株式
普通株式

395,328
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 514,625,728 ― ―

総株主の議決権 ― 4,816,273 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

また、議決権の数(個)の中には、同社名義の完全議決権株式に係る議決権数(３個)が含まれております。

２　単元未満株式には以下が含まれております。

自己株式―当社所有株79株

②【自己株式等】
平成26年９月30日現在

 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

富士フイルムホールディ

ングス株式会社

東京都港区

西麻布二丁目26―30
32,603,100 － 32,603,100 6.33

計 ― 32,603,100 － 32,603,100 6.33

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)附則第４条の規定により、米国において一般に公正妥当と認められてい

る企業会計の基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26

年７月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成

26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  
前連結会計年度に係る
要約連結貸借対照表
（平成26年３月31日）

当第２四半期
連結会計期間

（平成26年９月30日）

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

資産の部      

Ⅰ　流動資産      

１　現金及び現金同等物 注12  604,571  663,903

２　有価証券 注３,12  16,635  32,022

３　受取債権      

(1)営業債権及びリース債権 注13 631,258  607,516  

(2)関連会社等に対する債権  28,969  26,419  

(3)貸倒引当金 注13 △23,414 636,813 △23,667 610,268

４　棚卸資産 注４  363,743  376,828

５　前払費用及びその他の流動資産 注11,12  139,935  150,808

流動資産合計   1,761,697  1,833,829

Ⅱ　投資及び長期債権      

１　関連会社等に対する投資及び貸付金 注５  40,972  41,457

２　投資有価証券 注３,12  138,118  158,282

３　長期リース債権及びその他の長期債権
注11,
12,13

 156,767  159,520

４　貸倒引当金 注13  △3,396  △3,766

投資及び長期債権合計   332,461  355,493

Ⅲ　有形固定資産      

１　土地   92,609  93,586

２　建物及び構築物   708,096  717,474

３　機械装置及びその他の有形固定資産   1,708,746  1,724,004

４　建設仮勘定   21,518  20,971

   2,530,969  2,556,035

５　減価償却累計額   △2,000,732  △2,027,067

有形固定資産合計   530,237  528,968

Ⅳ　その他の資産      

１　営業権   423,088  430,002

２　その他の無形固定資産 注12  82,398  82,741

３　その他   97,088  87,784

その他の資産合計   602,574  600,527

資産合計   3,226,969  3,318,817
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前連結会計年度に係る
要約連結貸借対照表
（平成26年３月31日）

当第２四半期
連結会計期間

（平成26年９月30日）

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

負債の部      

Ⅰ　流動負債      

１　社債及び短期借入金 注11  44,731  60,242

２　支払債務      

(1)営業債務  244,883  233,178  

(2)設備関係債務  17,464  14,501  

(3)関連会社等に対する債務  3,556 265,903 3,202 250,881

３　未払法人税等   21,986  20,838

４　未払費用   183,423  187,218

５　その他の流動負債 注11,12  80,379  82,310

流動負債合計   596,422  601,489

Ⅱ　固定負債      

１　社債及び長期借入金 注11  314,968  315,590

２　退職給付引当金   32,466  24,905

３　預り保証金及びその他の固定負債 注11,12  84,890  93,783

固定負債合計   432,324  434,278

負債合計   1,028,746  1,035,767

契約債務及び偶発債務 注９     

純資産の部      

Ⅰ　株主資本      

１　資本金      

普通株式      

発行可能株式総数
800,000,000株

     

発行済株式総数
514,625,728株

  40,363  40,363

２　資本剰余金   75,507  75,670

３　利益剰余金   2,036,451  2,067,362

４　その他の包括利益(△損失)累積額 注８,11  △29,995  14,824

５　自己株式(取得原価)   △101,687  △101,531

前連結会計年度末
32,652,712株

     

当第２四半期連結会計期間末
32,603,179株

     

株主資本合計 注７  2,020,639  2,096,688

Ⅱ　非支配持分 注７  177,584  186,362

純資産合計   2,198,223  2,283,050

負債・純資産合計   3,226,969  3,318,817
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日）

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　売上高      

１　売上高  998,908  1,007,786  

２　レンタル収入  175,370 1,174,278 175,108 1,182,894

Ⅱ　売上原価      

１　売上原価  657,312  655,385  

２　レンタル原価  70,135 727,447 71,508 726,893

売上総利益   446,831  456,001

Ⅲ　営業費用      

１　販売費及び一般管理費  注８ 305,948  304,584  

２　研究開発費  83,483 389,431 79,822 384,406

営業利益   57,400  71,595

Ⅳ　営業外収益及び費用(△)      

１　受取利息及び配当金  3,134  2,803  

２　支払利息  △1,975  △2,023  

３　為替差損益・純額 注８,11 2,301  3,117  

４　その他損益・純額 注８,11 1,660 5,120 315 4,212

税金等調整前四半期純利益   62,520  75,807

Ⅴ　法人税等   19,886  27,402

Ⅵ　持分法による投資損益   △1,626  427

四半期純利益   41,008  48,832

Ⅶ　控除：非支配持分帰属損益   △9,543  △8,281

当社株主帰属四半期純利益   31,465  40,551

 

１株当たり当社株主帰属
四半期純利益

注10 65.30円 84.13円

潜在株式調整後１株当たり
当社株主帰属四半期純利益

注10 65.13円 83.89円

１株当たり現金配当  20.00円 25.00円
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日）

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　四半期純利益  41,008 48,832

Ⅱ　その他の包括利益(△損失)－税効果調整後  注８   

１　有価証券未実現損益変動額  12,788 10,554

２　為替換算調整額  28,107 37,445

３　年金負債調整額  2,398 1,269

４　デリバティブ未実現損益変動額  593 △631

その他の包括利益(△損失)合計 注７ 43,886 48,637

四半期包括利益  84,894 97,469

Ⅲ　控除：非支配持分帰属四半期包括損益 注７ △9,881 △12,099

当社株主帰属四半期包括利益  75,013 85,370
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【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結会計期間】

  
前第２四半期連結会計期間
（自　平成25年７月１日
　至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成26年７月１日
　至　平成26年９月30日）

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　売上高      

１　売上高  519,842  539,003  

２　レンタル収入  85,694 605,536 85,529 624,532

Ⅱ　売上原価      

１　売上原価  348,282  350,751  

２　レンタル原価  30,972 379,254 36,075 386,826

売上総利益   226,282  237,706

Ⅲ　営業費用      

１　販売費及び一般管理費  153,490  154,751  

２　研究開発費  40,510 194,000 41,198 195,949

営業利益   32,282  41,757

Ⅳ　営業外収益及び費用(△)      

１　受取利息及び配当金  1,290  925  

２　支払利息  △1,080  △1,110  

３　為替差損益・純額 注８,11 △2,001  4,132  

４　その他損益・純額 注８,11 1,722 △69 237 4,184

税金等調整前四半期純利益   32,213  45,941

Ⅴ　法人税等   10,348  16,461

Ⅵ　持分法による投資損益   △398  286

四半期純利益   21,467  29,766

Ⅶ　控除：非支配持分帰属損益   △4,952  △4,580

当社株主帰属四半期純利益   16,515  25,186

 

１株当たり当社株主帰属
四半期純利益

注10 34.27円 52.26円

潜在株式調整後１株当たり
当社株主帰属四半期純利益

注10 34.18円 52.10円

１株当たり現金配当  20.00円 25.00円
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結会計期間】

  
前第２四半期連結会計期間
（自　平成25年７月１日
　至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成26年７月１日
　至　平成26年９月30日）

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　四半期純利益  21,467 29,766

Ⅱ　その他の包括利益(△損失)－税効果調整後 注８   

１　有価証券未実現損益変動額  4,232 7,602

２　為替換算調整額  2,697 46,925

３　年金負債調整額  988 612

４　デリバティブ未実現損益変動額  △1,180 67

その他の包括利益(△損失)合計  6,737 55,206

四半期包括利益  28,204 84,972

Ⅲ　控除：非支配持分帰属四半期包括損益  △4,634 △8,674

当社株主帰属四半期包括利益  23,570 76,298
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー      

１　四半期純利益   41,008  48,832

２　営業活動により増加した
純キャッシュへの調整

     

(1) 減価償却費  68,048  59,083  

(2) 持分法による投資損益
(受取配当金控除後)

 4,598  2,298  

(3) 資産及び負債の増減      

受取債権の減少  33,314  40,026  

棚卸資産の増加（△）・減少  7,598  △3,832  

営業債務の減少  △12,589  △19,692  

未払法人税等及びその他負債の減少  △3,660  △4,295  

(4) その他  △9,477 87,832 6,822 80,410

営業活動によるキャッシュ・フロー   128,840  129,242

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー      

１　有形固定資産の購入   △37,867  △32,185

２　ソフトウェアの購入   △11,606  △10,559

３　有価証券・投資有価証券
の売却・満期償還

  5,835  1,728

４　有価証券・投資有価証券の購入   △2,440  △21,969

５　定期預金の増加（△）・減少(純額）   △7,548  68

６　関係会社投融資及びその他
　　貸付金の増加

  △3,100  △1,750

７　その他   △11,080  △14,355

投資活動によるキャッシュ・フロー   △67,806  △79,022

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー      

１　長期債務による調達額   955  2,476

２　長期債務の返済額   △5,671  △4,538

３　短期債務の増加(純額）   19,343  17,322

４　親会社による配当金支払額   △9,637  △14,459

５　非支配持分への配当金支払額   △3,199  △3,497

６　自己株式の取得(純額)   △8  △19

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,783  △2,715

Ⅳ　為替変動による現金
及び現金同等物への影響

  6,678  11,827

Ⅴ　現金及び現金同等物純増加   69,495  59,332

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高   445,394  604,571

Ⅶ　現金及び現金同等物四半期末残高   514,889  663,903
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四半期連結財務諸表に対する注記
 
 

１　経営活動の概況

　当社は、イメージング、インフォメーション及びドキュメントの分野において、事業展開を行ってお

ります。イメージング ソリューションでは、カラーフィルム、デジタルカメラ、光学デバイス、フォ

トフィニッシング機器、写真プリント用カラーペーパー・薬品等の開発、製造、販売、サービスを行っ

ております。インフォメーション ソリューションでは、メディカルシステム機材、ライフサイエンス

製品、医薬品、グラフィックシステム機材、フラットパネルディスプレイ材料、記録メディア、電子材

料等の開発、製造、販売、サービスを行っております。ドキュメント ソリューションでは、オフィス

用複写機・複合機、プリンター、プロダクションサービス関連商品、オフィスサービス、用紙、消耗品

等の開発、製造、販売、サービスを行っております。当社は世界各国で営業活動を行っており、海外売

上高は58.8％を占め、北米、欧州及びアジアが主要市場であります。主な生産拠点は日本、米国、中

国、オランダ、ブラジル及びシンガポールに所在しております。

２　重要な連結会計方針の概要

　当四半期連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められている企業会計の基準(米国財務会計基

準審議会による会計基準編纂書 (Accounting Standards Codification™;以下、「基準書」と記述しま

す。))に基づいて作成されております。

　当社は1970年のユーロドル建て転換社債発行に係る約定により、以後、米国で一般に公正妥当と認め

られている企業会計の基準による連結財務諸表(米国式連結財務諸表)を作成し、開示しております。ま

た、当社は米国預託証券を1971年以来、NASDAQにアン・スポンサードとして上場しておりましたが、平

成21年７月31日をもって、上場を廃止致しました。なお、当社は今後も米国式連結財務諸表の作成、開

示を継続致します。

　我が国における会計処理の原則及び手続並びに表示方法と当社が採用している米国で一般に公正妥当

と認められている会計処理の原則及び手続並びに表示方法との主要な相違の内容は次のとおりであり、

金額的に重要なものについては我が国の基準に基づいた場合の税金等調整前四半期純利益に対する影響

額を開示しております。かかる影響額は実務上の困難性等から概算であります。

(イ)連結の範囲は基準書810、持分法の適用は基準書323に基づいております。

(ロ)基準書840に基づき、借手のリース取引に関しては、ある一定の条件に該当する場合はキャピ

タル・リースとし、最低リース料支払総額の現在価値又はリース資産の公正価額を有形固定資産

及び借入金に計上しております。また、貸手のリース取引に関しては、ある一定の条件に該当す

る場合は資産の販売取引として処理し、リース資産は貸借対照表から除外しております。

(ハ)剰余金の配当は、前第２四半期連結累計期間、当第２四半期連結累計期間、前第２四半期連結

会計期間及び当第２四半期連結会計期間に対応する事業期間に係る剰余金の配当による方法(繰

上方式)を採用しております。

(ニ)基準書715に基づき、年金数理計算による退職給付費用を計上しております。また、同基準書

に基づき、退職給付制度の清算及び縮小の会計処理を行っております。当該会計処理による前第

２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の影響額はそれぞれ約3,888百万円(利益)

及び約3,349百万円(利益)であります。また、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結

会計期間の影響額はそれぞれ約1,913百万円(利益)及び約1,667百万円(利益)であります。

(ホ)デリバティブについては、基準書815を適用しております。
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(ヘ)基準書820に基づき、資産及び負債の公正価値の測定について開示しております。また、基準

書825に基づき、金融商品の公正価値について開示しております。

(ト)基準書810に基づき、純資産の部を株主資本と非支配持分とに識別して開示し、四半期純利益

は非支配持分に帰属するものを含めて表示しております。また、四半期連結損益計算書上、富士

フイルムホールディングス㈱の株主に帰属する四半期純利益を「当社株主帰属四半期純利益」と

して表示しております。

(チ)四半期連結損益計算書上、持分法による投資損益は、「持分法による投資損益」として区分表

示しております。

(リ)基準書320に基づき、有価証券の公正価値の下落が一時的でないと認められた場合には、当該

銘柄の公正価値により帳簿価額を付け替えて取得原価を修正する減損処理を行い、同一連結会計

年度において、公正価値が回復した場合でも取得原価を変更しておりません。当該会計処理によ

る前第２四半期連結累計期間、当第２四半期連結累計期間、前第２四半期連結会計期間及び当第

２四半期連結会計期間への影響額はありません。

(ヌ)基準書350に基づき、営業権及び存続期間に限りのないその他の無形固定資産は償却せず、毎

年減損の有無を検討しており、必要に応じて減損処理を行っております。当該会計処理による前

第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の影響額は、それぞれ約10,056百万円

(利益)及び約10,730百万円(利益)であります。また、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半

期連結会計期間の影響額は、それぞれ約5,421百万円(利益)及び約5,897百万円(利益)でありま

す。

(ル)将来の休暇について従業員が給付を受け取れる権利に対し、基準書710に基づき、未払債務を

計上しております。当該会計処理による前第２四半期連結累計期間、当第２四半期連結累計期

間、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間への影響額は重要性がありませ

ん。

(ヲ)四半期連結貸借対照表上、取得日より３ヶ月以内に満期の到来する一部の負債証券は「現金及

び現金同等物」に含めて表示しております。

 

　上記の修正事項を反映した後の主要な会計方針は次のとおりであります。
 

(1) 連結の方針及び関連会社等に対する持分法の適用

　当四半期連結財務諸表は、当社及び当社が直接的又は間接的に支配している子会社の財務諸表を

含んでおり、連結会社間の重要な取引及び勘定残高はすべて消去しております。

　当社が、直接又は間接にその議決権の20％から50％を保有し、重要な影響を及ぼし得る関連会社

(以下、「関連会社等」と記述します。)に対する投資額は持分法により評価しております。四半期

純利益には、未実現利益消去後のこれら関連会社等の四半期純損益のうち、当社持分が含まれてお

ります。
 

(2) 見積の使用

　米国で一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づいて四半期連結財務諸表を作成す

るために、当社の経営陣は必要に応じて仮定と見積を行って財務諸表や注記に記載された金額を算

出しております。

　それらの仮定と見積は、受取債権、棚卸資産、有価証券及び投資有価証券、及び繰延税金資産の

評価、減損を含む有形固定資産及び無形固定資産の評価、耐用年数及び償却方法、不確実な税務ポ

ジション、並びに年金数理計算による従業員年金債務の見積に関係する仮定等といった重要性のあ

る項目を含んでおります。実際の結果がこれらの見積と異なることもあり得ます。
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(3) 外貨換算

　当社の海外子会社は、原則として現地通貨を機能通貨として使用しており、これら外貨建財務諸

表の円貨への換算は、資産及び負債は貸借対照表日の為替相場により、また収益及び費用は期中平

均為替相場により行われており、換算により生じた換算差額は為替換算調整額として純資産の部の

独立項目である「その他の包括利益(△損失)累積額」に含めて表示しております。

　外貨建金銭債権債務は貸借対照表日の為替相場により換算しており、換算によって生じた換算差

額は損益に計上しております。
 

(4) 現金同等物

　当社は随時に現金化が可能な取得日より３ヶ月以内に満期の到来するすべての流動性の高い投資

を現金同等物として処理しております。

　売却可能有価証券に分類される取得日より３ヶ月以内に満期の到来する一部の負債証券は、連結

貸借対照表の「現金及び現金同等物」に含めております。これらの前連結会計年度末及び当第２四

半期連結会計期間末における公正価値はそれぞれ299,245百万円及び334,166百万円であります。
 

(5) 有価証券及び投資有価証券

　当社は有価証券及び投資有価証券を売却可能有価証券に分類し、公正価値で評価を行い、関連税

効果調整後の未実現損益を純資産の部の「その他の包括利益(△損失)累積額」に含めて表示してお

ります。当社は、有価証券の価値の下落が一時的でないと判断される場合は、持分証券に係る減損

損失を損益に計上し、負債証券に係る減損損失のうち負債証券の信用リスクから生じる価格の下落

部分については損益に計上し、それ以外の要因に基づく部分については「その他の包括利益(△損

失)累積額」に含めて表示しております。価値の下落が一時的でないかどうかの判断に関し、持分

証券については、公正価値が帳簿価額を下回っている期間と程度、被投資会社の財政状態と近い将

来の見通し及び将来における公正価値の回復まで投資を継続する当社の意図と能力を考慮し、負債

証券については投資の将来における売却意図又は必要性及び帳簿価額の回収可能性を考慮しており

ます。有価証券の原価は移動平均法によって評価されております。売却可能有価証券に係る配当金

は四半期連結損益計算書の「受取利息及び配当金」に含まれております。
 

(6) 製品保証

　当社は一部の製品について、顧客に対して製品保証を提供しており、その製品保証期間は一般的

に顧客の購入日より１年間であります。製品保証及びアフターサービスに関する見積費用は、関連

する収益が認識された時点で計上しております。製品保証債務の見積金額は、過去の実績に基づい

て算出しております。
 

(7) 法人税等

　法人税等は基準書740に基づき資産負債法により算出されております。

　当社は資産及び負債の財務会計上の金額と税務上の金額の差異に基づいて繰延税金資産及び負債

を認識しており、その算出にあたっては差異が解消される年度に適用される税率及び税法を適用し

ております。繰延税金資産のうち回収されない可能性が高い部分については、評価性引当金を計上

しております。

　当社は、同基準書に基づき、税務当局による調査において50％超の可能性をもって税務ベネ

フィットが認められる場合にその影響額を認識しております。
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(8) １株当たり当社株主帰属四半期純利益

　１株当たり当社株主帰属四半期純利益は前第２四半期連結累計期間、当第２四半期連結累計期

間、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の加重平均発行済株式数に基づいて

計算しております。潜在株式調整後１株当たり当社株主帰属四半期純利益は、ストックオプション

が行使された場合に発行される追加株式の希薄化効果を含んでおります。

 

(9) 後発事象

　基準書855に基づき当第２四半期連結会計期間末後の後発事象は、四半期連結財務諸表が提出可

能となった日である平成26年11月12日までの期間において評価しております。
 

(10) 組替再表示

　前連結会計年度の連結財務諸表及び注記を当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計

期間の表示にあわせて組替再表示しております。

 

(11) 減価償却方法の変更

　当社における有形固定資産の減価償却の方法は、従来、主として定率法を適用しておりました

が、平成26年４月１日より、主として定額法に変更しております。

　当社は、近年における事業環境の変化を受け、主要設備の稼働計画及び投資計画の検討と見直し

を実施致しました。その結果、今後の主要設備の稼働計画の変更に伴い、より安定的な生産体制の

構築と、生産の平準化が見込まれております。また、今後の設備投資計画について、既存設備の更

新及び合理化を中心に予定していることからも、今後の設備稼働の安定的な推移が見込まれており

ます。定額法の適用は、これらの資産の費消パターンをより適切に反映し、使用期間にわたって費

用配分を適切に対応させるための合理的な方法であると判断しております。基準書250に基づき、

この減価償却方法の変更は見積の変更として将来にわたって適用され、遡及修正はしておりませ

ん。

　この変更により、従来の方法と比較して、当第２四半期連結累計期間における税金等調整前四半

期純利益及び当社株主帰属四半期純利益はそれぞれ3,433百万円及び2,198百万円増加し、１株当た

り当社株主帰属四半期純利益は4.56円、潜在株式調整後１株当たり当社株主帰属四半期純利益は

4.55円増加しております。また、当第２四半期連結会計期間における税金等調整前四半期純利益及

び当社株主帰属四半期純利益はそれぞれ1,770百万円及び1,140百万円増加し、１株当たり当社株主

帰属四半期純利益は2.37円、潜在株式調整後１株当たり当社株主帰属四半期純利益は2.36円増加し

ております。
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３　負債証券及び持分証券投資

　売却可能有価証券に関して、前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末の主な有価証券の

種類別の取得原価、未実現利益、未実現損失及び見積公正価値は次のとおりであります。なお、売却

可能有価証券に分類される取得日より３ヶ月以内に満期となる一部の負債証券は、連結貸借対照表の

現金及び現金同等物に含まれており、これらの前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末に

おける未実現利益額及び未実現損失額に重要性はありません。

 

 前連結会計年度末  当第２四半期連結会計期間末

 取得原価  
未実現
利益

 
未実現
損失

 
見積公正
価値

 取得原価  
未実現
利益

 
未実現
損失

 
見積公正
価値

 (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)

有価証券                

社債 16,626  9  －  16,635  32,000  28  6  32,022

合計 16,626  9  －  16,635  32,000  28  6  32,022

 

 前連結会計年度末  当第２四半期連結会計期間末

 取得原価  
未実現
利益

 
未実現
損失

 
見積公正
価値

 取得原価  
未実現
利益

 
未実現
損失

 
見積公正
価値

 (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)

投資有価証券                

国債及び外国政府債 270  18  －  288  282  15  －  297

社債 6,000  77  －  6,077  5,000  40  3  5,037

株式 47,470  51,593  363  98,700  50,148  65,311  397  115,062

投資信託 21,305  4,843  771  25,377  24,306  6,333  696  29,943

合計 75,045  56,531  1,134  130,442  79,736  71,699  1,096  150,339

 

　前第２四半期連結累計期間及び前第２四半期連結会計期間における売却可能有価証券の売却収入額

は、それぞれ2,830百万円及び１百万円であり、売却利益額及び売却損失額にそれぞれ重要性はあり

ません。当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間における売却可能有価証券の売却

収入額、売却利益額及び売却損失額にそれぞれ重要性はありません。

　当第２四半期連結会計期間末における満期別に分類された負債証券の取得原価及び見積公正価値は

次のとおりであります。なお、一部の負債証券については、証券発行者がペナルティなしに繰上償還

できる権利を持っているため、実際の満期は契約上の満期と異なることがあります。

 

 
取得原価
(百万円)

 
見積公正価値
(百万円)

　　　　１年以内 32,000  32,022

　　　　１年超５年以内 5,282  5,334

　　　　合計 37,282  37,356
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　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における売却可能有価証券のうち、未実現損失

の状態が継続しているものの見積公正価値及び未実現損失は次のとおりであります。

 

   前連結会計年度末   

 12ヶ月未満  12ヶ月以上  合計

 見積公正価値  未実現損失  見積公正価値  未実現損失  見積公正価値  未実現損失

 (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)

株式 746  33  1,714  330  2,460  363

投資信託 2,872  26  5,255  745  8,127  771

合計 3,618  59  6,969  1,075  10,587  1,134

 

   当第２四半期連結会計期間末   

 12ヶ月未満  12ヶ月以上  合計

 見積公正価値  未実現損失  見積公正価値  未実現損失  見積公正価値  未実現損失

 (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)

社債 9,991  9  －  －  9,991  9

株式 1,083  92  825  305  1,908  397

投資信託 2,993  7  5,310  689  8,303  696

合計 14,067  108  6,135  994  20,202  1,102

 

　平成26年９月30日現在、公正価値が原価に対して下落している売却可能有価証券のうち、主なもの

は日本国内の市場性のある株式及び投資信託であり、その銘柄数は約30であります。未実現損失が発

生している主要な銘柄について、投資先の財政状態や将来見込みに基づき、下落率及び下落期間を勘

案した結果、株式及び投資信託の公正価値の下落が一時的ではないと判断するには尚早であること、

また当社及び連結子会社は当該株式及び投資信託を近い将来売却する予定はなく、公正価値が将来回

復するのに十分な合理的期間にわたり株式及び投資信託の保有を継続する意図と能力を有しているこ

とから、当社はこれらの未実現損失を含む投資につき、一時的でない価値の下落にあたらないものと

判断しました。

 

　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末において原価法により評価された市場性のない

有価証券の取得原価は、それぞれ7,676百万円及び7,943百万円であります。前連結会計年度末及び当

第２四半期連結会計期間末において、上記投資額のうち減損の評価を行っていない有価証券の取得原

価は、それぞれ5,742百万円及び6,007百万円であります。減損の評価を行わなかったのは、投資の公

正価値を見積ることが実務上困難なこと及び投資の公正価値に著しく不利な影響を及ぼす事象や状況

の変化が見られなかったためであります。
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４　棚卸資産

　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における棚卸資産の内訳は次のとおりでありま

す。

 

 
前連結会計年度末

(百万円)
 

当第２四半期連結
会計期間末
(百万円)

製品・商品 220,648 228,759

半製品・仕掛品 49,334 51,724

原材料・貯蔵品 93,761 96,345

合計 363,743 376,828

 

 

 

５　関連会社等に対する投資

　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における持分法適用の関連会社等に対する投資

はそれぞれ35,214百万円及び35,062百万円であります。これらの関連会社は主にイメージング ソ

リューション、インフォメーション ソリューション及びドキュメント ソリューション事業の業務を

行っております。当社の持分法適用の関連会社等の経営成績は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期
連結累計期間
(百万円)

 
当第２四半期
連結累計期間
(百万円)

 

売上高 129,817 131,537 

四半期純利益(△損失) △797 2,640 

 

 

 
前第２四半期
連結会計期間
(百万円)

 
当第２四半期
連結会計期間
(百万円)

 

売上高 65,572 65,741 

四半期純利益(△損失) △61 1,530 
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６　退職給付制度

 確定給付型退職給付制度の前第２四半期連結累計期間、当第２四半期連結累計期間、前第２四

半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における退職給付費用の内訳は次のとおりであ

ります。

 

 
前第２四半期
連結累計期間

(百万円)
 

当第２四半期
連結累計期間
(百万円)

 

退職給付費用の内訳     

勤務費用 11,057 11,173 

利息費用 6,361 6,437 

期待運用収益 △9,803 △10,821 

数理計算上の差異の償却額 4,846 3,672 

過去勤務債務の償却額 △1,194 △1,520 

制度清算及び縮小による損失 41 － 

退職給付費用 11,308 8,941 

 

 

 
前第２四半期
連結会計期間

(百万円)
 

当第２四半期
連結会計期間
(百万円)

 

退職給付費用の内訳     

勤務費用 5,611 5,614 

利息費用 3,300 3,256 

期待運用収益 △5,093 △5,511 

数理計算上の差異の償却額 2,451 1,860 

過去勤務債務の償却額 △604 △760 

制度清算及び縮小による損失 41 － 

退職給付費用 5,706 4,459 
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７　純資産

　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における純資産の変動は次のとおりで

あります。

 前第２四半期連結累計期間
 
 

当第２四半期連結累計期間

 
株主資本
(百万円)

 
非支配持分
(百万円)

 
純資産計
(百万円)

 
株主資本
(百万円)

 
非支配持分
(百万円)

 
純資産計
(百万円)

期首残高 1,868,870 155,916 2,024,786 2,020,639 177,584 2,198,223

四半期純利益 31,465 9,543 41,008 40,551 8,281 48,832

その他の包括利益(△損失)            

有価証券未実現損益変動額 13,284 △496 12,788 10,461 93 10,554

為替換算調整額 27,621 486 28,107 33,952 3,493 37,445

年金負債調整額 2,037 361 2,398 1,063 206 1,269

デリバティブ未実現損益

変動額
606 △13 593 △657 26 △631

四半期包括利益 75,013 9,881 84,894 85,370 12,099 97,469

当社株主への配当金 △9,638 － △9,638 △9,640 － △9,640

非支配持分への配当金 － △3,199 △3,199 － △3,497 △3,497

資本取引その他 323 75 398 319 176 495

期末残高 1,934,568 162,673 2,097,241 2,096,688 186,362 2,283,050

 

 

 

EDINET提出書類

富士フイルムホールディングス株式会社(E00988)

四半期報告書

28/46



８　その他の包括利益(損失)

　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における「その他の包括利益(△損失)累積

額」の変動は次のとおりであります。
 

 前第２四半期連結累計期間

 
有価証券未実現損益

(百万円)
 
為替換算調整額

(百万円)
 
年金負債調整額

(百万円)
 

デリバティブ

未実現損益

(百万円)

 
合計

(百万円)

期首残高 27,059 △52,620 △98,459 △205 △124,225

当期変動額 13,174 27,301 124 851 41,450

当期損益への組替額 110 320 1,913 △245 2,098

純変動額 13,284 27,621 2,037 606 43,548

          

期末残高 40,343 △24,999 △96,422 401 △80,677

 

 

 当第２四半期連結累計期間

 
有価証券未実現損益

(百万円)
 
為替換算調整額

(百万円)
 
年金負債調整額

(百万円)
 

デリバティブ

未実現損益

(百万円)

 
合計

(百万円)

期首残高 36,878 15,071 △81,882 △62 △29,995

当期変動額 10,461 33,952 △33 350 44,730

当期損益への組替額 － － 1,096 △1,007 89

純変動額 10,461 33,952 1,063 △657 44,819

          

期末残高 47,339 49,023 △80,819 △719 14,824
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　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間におけるその他の包括利益(損失)累積額か

ら当期損益へ組替えられた金額は次のとおりであります。
 

  
損益計算書科目

(△は損失)
 

前第２四半期

連結累計期間

(百万円)

 

当第２四半期

連結累計期間

(百万円)

 有価証券未実現損益      

  その他損益・純額  △171 －

  法人税等  61 －

  当社株主帰属四半期純利益  △110 －

 為替換算調整額      

  販売費及び一般管理費  △104 －

  その他損益・純額  △216 －

  当社株主帰属四半期純利益  △320 －

 年金負債調整額      

  
注記６「退職給付制度」を

ご参照下さい。
 △3,693 △2,152

  法人税等  1,440 844

  非支配持分帰属損益  340 212

  当社株主帰属四半期純利益  △1,913 △1,096

 デリバティブ未実現損益      

  為替差損益・純額  526 2,091

  法人税等  △200 △749

  非支配持分帰属損益  △81 △335

  当社株主帰属四半期純利益  245 1,007

  当期組替額合計  △2,098 △89

 

　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間におけるその他の包括利益(損失)累積額か

ら当期損益へ組替えられた金額は次のとおりであります。
 
 

  
損益計算書科目

(△は損失)
 

前第２四半期

連結会計期間

(百万円)

 

当第２四半期

連結会計期間

(百万円)

 為替換算調整額      

  その他損益・純額  △216 －

  当社株主帰属四半期純利益  △216 －

 年金負債調整額      

  
注記６「退職給付制度」を

ご参照下さい。
 △1,888 △1,100

  法人税等  736 432

  非支配持分帰属損益  175 112

  当社株主帰属四半期純利益  △977 △556

 デリバティブ未実現損益      

  為替差損益・純額  △52 1,060

  法人税等  20 △362

  非支配持分帰属損益  8 △174

  当社株主帰属四半期純利益  △24 524

  当期組替額合計  △1,217 △32
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９　契約債務及び偶発債務

債務保証

　当社は、他者の特定の負債及びその他債務について保証しております。当第２四半期連結会計期間

末において、保証に基づいて当社が将来支払う可能性のある割引前の金額は最大で11,492百万円であ

り、そのうち、金融機関に対する従業員の住宅ローンの保証が7,896百万円であります。従業員が支

払不能な状態に陥った場合は、一部の子会社は従業員に代わり不履行の住宅ローンを支払う必要があ

ります。一部の保証については従業員の財産により担保されており、その金額は7,876百万円であり

ます。住宅ローン保証の期間は、１年から22年であります。これまで、保証債務に関して多額の支払

が生じたことはなく、当第２四半期連結会計期間末において、保証に対して債務計上している金額は

重要性がありません。

購入契約、その他の契約債務及び偶発債務

　当第２四半期連結会計期間末における契約債務残高は主として有形固定資産の建設及び購入に関す

るものであり、その金額は7,269百万円であります。当第２四半期連結会計期間末における当社が銀

行に対して負っている割引手形に関する偶発債務は、5,545百万円であります。

　事業の性質上、当社は種々の係争案件や当局の調査に係わっております。当社は環境問題、訴訟、

当局による調査等、将来に生じる可能性が高く、かつ、損失金額が合理的に見積可能な偶発事象があ

る場合は、必要な引当を計上しております。これらの損失金額は現時点では確定しておりませんが、

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重大な影響を及ぼすものではないと考え

ております。

製品保証

　当社は一部の製品について、顧客に対して製品保証を提供しており、これら製品保証期間は一般的

に製品購入日より１年間であります。当社の製品保証引当金の増減の明細は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(百万円)
 

当第２四半期
連結累計期間
(百万円)

引当金期首残高 7,808 9,228

期中引当金繰入額 11,469 5,642

期中目的取崩額 △10,655 △5,347

失効を含むその他増減 606 △309

引当金期末残高 9,228 9,214
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１０　１株当たり当社株主帰属四半期純利益

　１株当たり当社株主帰属四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当社株主帰属四半期純利益の

計算は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期
連結累計期間
(百万円)

 
当第２四半期
連結累計期間
(百万円)

当社株主帰属四半期純利益 31,465  40,551

 

 
前第２四半期
連結累計期間

(株)
 

当第２四半期
連結累計期間

(株)

平均発行済株式数 481,882,281  481,975,751

希薄化効果のある証券    

ストックオプション 1,204,810  1,405,876

潜在株式調整後発行済株式数 483,087,091  483,381,627

 

 
前第２四半期
連結累計期間

(円)
 

当第２四半期
連結累計期間

(円)

１株当たり当社株主帰属四半期純利益 65.30  84.13

潜在株式調整後１株当たり当社株主
帰属四半期純利益

65.13  83.89

 
 

 
前第２四半期
連結会計期間
(百万円)

 
当第２四半期
連結会計期間
(百万円)

当社株主帰属四半期純利益 16,515  25,186

 

 
前第２四半期
連結会計期間

(株)
 

当第２四半期
連結会計期間

(株)

平均発行済株式数 481,898,303  481,978,984

希薄化効果のある証券    

ストックオプション 1,234,199  1,465,495

潜在株式調整後発行済株式数 483,132,502  483,444,479

 

 
前第２四半期
連結会計期間

(円)
 

当第２四半期
連結会計期間

(円)

１株当たり当社株主帰属四半期純利益 34.27  52.26

潜在株式調整後１株当たり当社株主
帰属四半期純利益

34.18  52.10

　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間において希薄化効果を有しないため潜在

株式調整後１株当たり当社株主帰属四半期純利益の計算より除いたストックオプションは、それぞれ

754,500株及び571,500株であります。前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間にお

いて希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり当社株主帰属四半期純利益の計算より除い

たストックオプションは、それぞれ731,000株及び193,800株であります。
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１１　デリバティブ

　当社は国際的に事業を展開しており、外国為替相場、市場金利及び一部の商品価格の変動から生じ

る市場リスクを負っております。当社はこれらのリスクを減少させる目的でのみデリバティブ取引を

利用しております。

　当社はデリバティブ取引の承認、報告、監視等の手続についてリスク管理規程を作成し、それに従

いデリバティブ取引を利用しております。当該リスク管理規程はトレーディング目的でデリバティブ

取引を保有又は発行することを禁止しております。以下は当社のリスク管理規程の概要及び連結財務

諸表に与える影響であります。

キャッシュ・フローヘッジ

　一部の子会社は将来予定されている外貨建ての取引先及び関係会社との輸入仕入や輸出売上及び関

連する外貨建債権債務に関する外貨の変動リスクを軽減するために外国為替予約を結んでおります。

円の価値が外貨(主として米ドル)に対して下落した場合に、将来の外貨の価値の上昇に伴う支出もし

くは収入の増加は、ヘッジ指定された外国為替予約の価値の変動に伴う損益と相殺されます。反対に

円の価値が外貨に対して上昇した場合には、将来の外貨の価値の下落に伴う支出もしくは収入の減少

は、ヘッジ指定された外国為替予約の価値の変動に伴う損益と相殺されます。

　当社は借入債務に係る金利変動リスクを軽減するために金利スワップを結んでおります。

　これらのキャッシュ・フローヘッジとして扱われているデリバティブの公正価値の変動は税効果調

整後の金額で四半期連結貸借対照表の「その他の包括利益(△損失)累積額」に表示しております。こ

の金額はヘッジ対象に関する損益を計上した期に損益に組替えられることとなります。ヘッジとして

有効でない又はヘッジの有効性評価から除外されたデリバティブ又はその一部に関する損益が当社の

経営成績及び財政状態に与える重要な影響はありません。

　当第２四半期連結会計期間末において、今後12ヶ月の間にデリバティブ取引による未実現利益310

百万円(税効果調整前)をその他の包括利益(損失)累積額から当期損益へ組替える見込みであります。

ヘッジ指定されていないデリバティブ

　一部の子会社は外貨建ての予定取引や外貨建債権債務に関する外貨の変動リスクを軽減するために

外国為替予約及び通貨スワップ契約を結んでおります。また、変動利付債務に関する金利の変動リス

クを軽減するために金利スワップ契約を結んでおり、外貨建貸付債権に関する金利の変動リスク及び

外貨の変動リスクを軽減するために通貨金利スワップ契約を結んでおります。これらのデリバティブ

は経済的な観点からはヘッジとして有効でありますが、一部の子会社はこれらの契約についてヘッジ

会計を適用するために必要とされているヘッジ指定をしておりません。その結果、これらデリバティ

ブの公正価値の変動額については、ただちに当期損益として認識されます。

デリバティブ活動の規模

　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における外国為替予約契約、通貨スワップ契

約、通貨金利スワップ契約及び金利スワップ契約の残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度末

(百万円)
 

当第２四半期
連結会計期間末

(百万円)

外国為替予約契約(売却) 81,912 100,847

外国為替予約契約(購入) 55,285 58,986

通貨スワップ契約 36,988 48,117

通貨金利スワップ契約 25,016 25,891

金利スワップ契約 148,736 150,374
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連結財務諸表に与える影響

　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末におけるデリバティブに関する連結貸借対照表

上の表示科目及び公正価値は次のとおりであります。

 デリバティブ資産

 貸借対照表科目  
前連結会計年度末

(百万円)
 

当第２四半期
連結会計期間末

(百万円)

ヘッジ商品に指定されている

デリバティブ商品
     

外国為替予約 前払費用及びその他の流動資産  561 2,494

外国為替予約 長期リース債権及びその他の長期債権 19 －

金利スワップ 長期リース債権及びその他の長期債権 54 －

合計   634 2,494

ヘッジ商品に指定されていない

デリバティブ商品
     

外国為替予約 前払費用及びその他の流動資産  117 3

通貨スワップ 前払費用及びその他の流動資産  29 245

通貨スワップ 長期リース債権及びその他の長期債権 － 58

通貨金利スワップ 長期リース債権及びその他の長期債権 － 172

金利スワップ 前払費用及びその他の流動資産  2 2

金利スワップ 長期リース債権及びその他の長期債権 79 40

合計   227 520

デリバティブ資産合計   861 3,014

 

 デリバティブ負債

 貸借対照表科目  
前連結会計年度末

(百万円)
 

当第２四半期
連結会計期間末

(百万円)

へッジ商品に指定されている

デリバティブ商品
     

外国為替予約 その他の流動負債  1,655 2,323

外国為替予約 預り保証金及びその他の固定負債  44 266

金利スワップ 預り保証金及びその他の固定負債  268 1,352

合計   1,967 3,941

ヘッジ商品に指定されていない

デリバティブ商品
     

外国為替予約 その他の流動負債  409 1,309

通貨スワップ その他の流動負債  4,878 1,273

通貨スワップ 預り保証金及びその他の固定負債  615 1,471

通貨金利スワップ その他の流動負債  1,610 1,501

通貨金利スワップ 預り保証金及びその他の固定負債  1,571 －

金利スワップ その他の流動負債  35 12

金利スワップ 預り保証金及びその他の固定負債  64 115

その他 その他の流動負債  － 274

合計   9,182 5,955

デリバティブ負債合計   11,149 9,896
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　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間におけるデリバティブに関する四半期連

結損益計算書上の表示科目及び計上金額は次のとおりであります。

 前第２四半期連結累計期間  

キャッシュ・フローヘッジ
その他の包括利益

(損失)累積額への計上額
(ヘッジ有効部分)

 
その他の包括利益(損失)累積額から
損益への組替額(ヘッジ有効部分)

 

 (百万円)  損益計算書科目  (百万円)  

外国為替予約 445 為替差損益・純額  526 

金利スワップ 999 －  － 

合計 1,444   526 

 

 前第２四半期連結累計期間

ヘッジ指定されて
いないデリバティブ

損益計算書科目  (百万円)

外国為替予約 為替差損益・純額  △202

通貨スワップ 為替差損益・純額  2,520

通貨金利スワップ 為替差損益・純額  165

金利スワップ その他損益・純額  164

合計   2,647

 

 当第２四半期連結累計期間  

キャッシュ・フローヘッジ
その他の包括利益

(損失)累積額への計上額
(ヘッジ有効部分)

 
その他の包括利益(損失)累積額から
損益への組替額(ヘッジ有効部分)

 

 (百万円)  損益計算書科目  (百万円)  

外国為替予約 2,243 為替差損益・純額  2,091 

金利スワップ △1,138 －  － 

合計 1,105   2,091 

 

 当第２四半期連結累計期間

ヘッジ指定されて
いないデリバティブ

損益計算書科目  (百万円)

外国為替予約 為替差損益・純額  △920

通貨スワップ 為替差損益・純額  △746

通貨金利スワップ 為替差損益・純額  1,120

金利スワップ その他損益・純額  △70

その他 その他損益・純額  △274

合計   △890
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　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間におけるデリバティブに関する四半期連

結損益計算書上の表示科目及び計上金額は次のとおりであります。

 前第２四半期連結会計期間  

キャッシュ・フローヘッジ
その他の包括利益

(損失)累積額への計上額
(ヘッジ有効部分)

 
その他の包括利益(損失)累積額から
損益への組替額(ヘッジ有効部分)

 

 (百万円)  損益計算書科目  (百万円)  

外国為替予約 △391 為替差損益・純額  △52 

金利スワップ △1,506 －  － 

合計 △1,897   △52 
 

 前第２四半期連結会計期間

ヘッジ指定されていない
デリバティブ

損益計算書科目  (百万円)

外国為替予約 為替差損益・純額  92

通貨スワップ 為替差損益・純額  142

通貨金利スワップ 為替差損益・純額  △890

金利スワップ その他損益・純額  65

合計   △591
 

 当第２四半期連結会計期間  

キャッシュ・フローヘッジ
その他の包括利益

(損失)累積額への計上額
(ヘッジ有効部分)

 
その他の包括利益(損失)累積額から
損益への組替額(ヘッジ有効部分)

 

 (百万円)  損益計算書科目  (百万円)  

外国為替予約 1,409 為替差損益・純額  1,060 

金利スワップ △245 －  － 

合計 1,164   1,060 
 

 当第２四半期連結会計期間

ヘッジ指定されていない
デリバティブ

損益計算書科目  (百万円)

外国為替予約 為替差損益・純額  △1,169

通貨スワップ 為替差損益・純額  △146

通貨金利スワップ 為替差損益・純額  1,075

金利スワップ その他損益・純額  △91

その他 その他損益・純額  △274

合計   △605
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信用リスクの集中

　当社の保有している金融商品のうち潜在的に著しい信用リスクにさらされているものは、主に現金

及び現金同等物、有価証券及び投資有価証券、営業債権及びリース債権、及びデリバティブでありま

す。

　当社は現金及び現金同等物、短期投資をさまざまな金融機関に預託しております。当社の方針とし

て、一つの金融機関にリスクを集中させないこととしており、また、定期的にこれらの金融機関の信

用度を評価しております。

　営業債権については、大口顧客に対する営業債権を含んでいるために、信用リスクにさらされてい

ますが、預り保証金の保持及び継続的な信用評価の見直しによって、リスクは限定されております。

貸倒引当金は、潜在的な損失を補うために必要と思われる金額の水準を維持しております。

　デリバティブについては、契約の相手方の契約不履行から生じる信用リスクにさらされています

が、これらは信用度の高い金融機関を相手方とすることで、リスクを軽減しております。

金融商品の公正価値

　金融商品の公正価値は、入手可能な市場価格又は他の適切な評価方法によって算定しております。

金融商品の公正価値の見積に際して、当社は最適な判断をしておりますが、見積の方法及び仮定は元

来主観的なものであります。従って見積額は、現在の市場で実現するかあるいは支払われる金額を必

ずしも表わしているものではありません。金融商品の公正価値の見積にあたっては、次の方法及び仮

定が採用されております。

・現金及び現金同等物、受取債権、社債(１年以内償還分)及び短期借入金、支払債務：

　満期までの期間が短いため、公正価値は概ね帳簿価額と同額であります。

・有価証券、投資有価証券：

　活発な市場のある国債、株式及び公募投資信託等の公正価値は、公表されている相場価格に基

づいております。活発な市場のない負債証券及び私募投資信託等については、直接的又は間接的

に観察可能なインプットを用いて評価しております。

・預り保証金：

　変動金利の金融商品であるため公正価値は概ね帳簿価額と同額であります。

・社債及び長期借入金：

　社債及び長期借入金の公正価値は、公表されている相場価格、又は貸借対照表日における類似

の資金調達契約に適用される利率で割り引いた将来のキャッシュ・フローの現在価値に基づいて

算定しております。社債及び長期借入金の公正価値及び帳簿価額(１年以内償還・返済予定分を

含む)は、前連結会計年度末において、それぞれ321,975百万円及び320,560百万円であり、当第

２四半期連結会計期間末において、それぞれ320,645百万円及び318,661百万円であります。

　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における社債及び長期借入金の公正価値は

レベル２に分類しております。なお、公正価値の測定手法に用いられるインプットの優先順位を

設定する公正価値の階層については、注記12「公正価値の測定」に記述しております。

・デリバティブ：

　外国為替予約契約、通貨スワップ契約、通貨金利スワップ契約及び金利スワップ契約等の公正

価値は、取引金融機関又は第三者から入手した市場価値に基づいており、観察可能なインプット

を用いて評価しております。前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末におけるデリバ

ティブ資産の公正価値及び帳簿価額はそれぞれ861百万円及び3,014百万円であり、またデリバ

ティブ負債の公正価値及び帳簿価額はそれぞれ11,149百万円及び9,896百万円であります。
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１２　公正価値の測定

　基準書820は、公正価値の定義を「市場参加者の間での通常の取引において、資産を売却するため

に受け取るであろう価格、又は負債を移転するために支払うであろう価格」とした上で、測定手法に

用いられるインプットの優先順位を設定する公正価値の階層を、その測定のために使われるインプッ

トの観察可能性に応じて次の３つのレベルに区分することを規定しております。

レベル１ ：活発な市場における同一資産又は同一負債の（調整不要な）相場価格

レベル２ ：レベル１に分類された相場価格以外の観察可能なインプット。例えば、類似資産又

は負債の相場価格、取引量又は取引頻度の少ない市場（活発でない市場）における

相場価格、又は資産・負債のほぼ全期間について、全ての重要なインプットが観察

可能である、あるいは主に観察可能な市場データから得られる又は裏付けられたモ

デルに基づく評価。

レベル３ ：資産又は負債の公正価値の測定にあたり、評価手法に対する重要な観察不能なイン

プット
 
　当社が経常的に公正価値で評価している資産及び負債は、現金同等物、有価証券、投資有価証券、

デリバティブ資産及び負債であります。前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における

公正価値の階層は次のとおりであります。

 前連結会計年度末

 
レベル１
(百万円)

 
レベル２
(百万円)

 
レベル３
(百万円)

 
合計

(百万円)

資産        

現金同等物 － 299,245 － 299,245

有価証券        

社債 － 16,635 － 16,635

投資有価証券        

国債及び外国政府債 23 265 － 288

社債 － 6,077 － 6,077

株式 98,700 － － 98,700

投資信託 20,122 5,255 － 25,377

短期デリバティブ資産        

外国為替予約 － 678 － 678

通貨スワップ － 29 － 29

金利スワップ － 2 － 2

長期デリバティブ資産        

外国為替予約 － 19 － 19

金利スワップ － 133 － 133

負債        

短期デリバティブ負債        

外国為替予約 － 2,064 － 2,064

通貨スワップ － 4,878 － 4,878

通貨金利スワップ － 1,610 － 1,610

金利スワップ － 35 － 35

長期デリバティブ負債        

外国為替予約 － 44 － 44

通貨スワップ － 615 － 615

通貨金利スワップ － 1,571 － 1,571

金利スワップ － 332 － 332
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 当第２四半期連結会計期間末

 
レベル１
(百万円)

 
レベル２
(百万円)

 
レベル３
(百万円)

 
合計

(百万円)

資産        

現金同等物 － 334,166 － 334,166

有価証券        

社債 － 32,022 － 32,022

投資有価証券        

国債及び外国政府債 23 274 － 297

社債 － 5,037 － 5,037

株式 115,062 － － 115,062

投資信託 21,639 8,304 － 29,943

短期デリバティブ資産        

外国為替予約 － 2,497 － 2,497

通貨スワップ － 245 － 245

金利スワップ － 2 － 2

長期デリバティブ資産        

通貨スワップ － 58 － 58

通貨金利スワップ － 172 － 172

金利スワップ － 40 － 40

負債        

短期デリバティブ負債        

外国為替予約 － 3,632 － 3,632

通貨スワップ － 1,273 － 1,273

通貨金利スワップ － 1,501 － 1,501

金利スワップ － 12 － 12

その他 － 274 － 274

長期デリバティブ負債        

外国為替予約 － 266 － 266

通貨スワップ － 1,471 － 1,471

金利スワップ － 1,467 － 1,467

 

　レベル１に含まれる資産は、主に上場株式及び公募投資信託であり、活発な市場における同一資産

の調整不要な相場価格により評価しております。レベル２に含まれる資産及び負債は、主に譲渡性預

金、社債、私募投資信託及びデリバティブであり、譲渡性預金、社債及び私募投資信託については、

マーケット・アプローチに基づく活発でない市場における直接的又は間接的に観察可能なインプット

を用いて評価しております。デリバティブ資産及び負債は、マーケット・アプローチに基づく取引金

融機関又は第三者から入手した観察可能な市場データによって裏付けられたインプットを用いて評価

しているため、レベル２に分類しております。

　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間においてレベル３に分類された資産及び

負債はありません。

　前連結会計年度において当社が非経常的に公正価値で評価している資産は、減損損失を認識した無

形固定資産であります。無形固定資産については見積将来キャッシュ・フロー等の観察不能なイン

プットに基づく割引現在価値法で公正価値を測定した結果、回収可能性がないと判断されたため、前

連結会計年度において、4,003百万円の減損損失を認識しております。前連結会計年度末における減

損された無形固定資産の公正価値は1,688百万円であります。当該無形固定資産は観察不能なイン

プットを用いて評価しているため、レベル３に分類しております。

　当第２四半期連結累計期間において当社が非経常的に公正価値で評価している資産及び負債に重要

性はありません。
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１３　金融債権の状況

金融債権及びそれに関する貸倒引当金

　金融債権は、債務者の財政状態や支払の延滞状況に応じて一括評価債権と個別評価債権とに分け、

前者については過去の貸倒実績に基づいた引当率を、後者については個別の状況に応じた引当率をそ

れぞれ用いて貸倒引当金を決定しております。債務者の財政状態や支払の延滞状況に関する情報は、

四半期ごとに収集しており、これらに基づいて著しい信用リスクにさらされていると判断された金融

債権については、個別の状況に応じた貸倒引当金を設定しております。裁判所による決定等によっ

て、回収不能であることが明らかになった金融債権は、その時点で帳簿価額を直接減額しておりま

す。

　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における、１年以内に決済される営業債権を除

く、金融債権に関する貸倒引当金の増減の明細及び貸倒引当金の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（百万円）

 

 

当第２四半期

連結累計期間

（百万円）

貸倒引当金期首残高 △9,768  △6,110

期中取崩額 7,072  592

期中引当金繰入（△） △3,288  △601

その他増減 △126  △161

貸倒引当金期末残高 △6,110  △6,280

内：個別評価 △4,075  △4,477

内：一括評価 △2,035  △1,803

 

　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における、１年以内に決済される営業債権を除

く、金融債権の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度末

（百万円）
 

当第２四半期

連結会計期間末

（百万円）

金融債権残高 207,148  214,802

内：個別評価 4,075  4,477

内：一括評価 203,073  210,325

 

　当第２四半期連結累計期間における金融債権の売買の金額に重要性はありません。

 

期日経過金融債権の年齢分析

　当第２四半期連結会計期間末における、１年以内に決済される営業債権を除く、支払期日を経過し

ている金融債権の内訳は次のとおりであります。　

 当第２四半期連結会計期間末

 
31日超90日以内

（百万円）
 

90日超

（百万円）
 

合計

（百万円）

期日経過金融債権 1,634 5,567 7,201
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１４　セグメント情報

(1) オペレーティングセグメント

　当社のオペレーティングセグメントは以下の３つの区分であり、経営者による業績評価方法及び経

営資源の配分の決定方法を反映し、製造技術、製造工程、販売方法及び市場の類似性に基づき決定し

ております。イメージング ソリューションは、主に一般消費者向けにカラーフィルム、デジタルカ

メラ、光学デバイス、フォトフィニッシング機器、写真プリント用カラーペーパー・薬品等の開発、

製造、販売、サービスを行っております。インフォメーション ソリューションは、主に業務用分野

向けにメディカルシステム機材、ライフサイエンス製品、医薬品、グラフィックシステム機材、フ

ラットパネルディスプレイ材料、記録メディア、電子材料等の開発、製造、販売、サービスを行って

おります。ドキュメント ソリューションは、主に業務用分野向けにオフィス用複写機・複合機、プ

リンター、プロダクションサービス関連商品、オフィスサービス、用紙、消耗品等の開発、製造、販

売、サービスを行っております。

ａ.売上高

 
前第２四半期
連結累計期間
(百万円)

 
 
 

当第２四半期
連結累計期間
(百万円)

イメージング ソリューション    

外部顧客に対するもの 176,371  168,937

セグメント間取引 1,152  1,175

計 177,523  170,112

インフォメーション ソリューション    

外部顧客に対するもの 447,916  443,594

セグメント間取引 640  1,037

計 448,556  444,631

ドキュメント ソリューション    

外部顧客に対するもの 549,991  570,363

セグメント間取引 5,019  4,625

計 555,010  574,988

セグメント間取引消去 △6,811  △6,837

連結合計 1,174,278  1,182,894

 

 
前第２四半期
連結会計期間
(百万円)

 
 
 

当第２四半期
連結会計期間
(百万円)

イメージング ソリューション    

外部顧客に対するもの 90,360  89,925

セグメント間取引 830  637

計 91,190  90,562

インフォメーション ソリューション    

外部顧客に対するもの 230,475  238,758

セグメント間取引 369  595

計 230,844  239,353

ドキュメント ソリューション    

外部顧客に対するもの 284,701  295,849

セグメント間取引 2,729  2,847

計 287,430  298,696

セグメント間取引消去 △3,928  △4,079

連結合計 605,536  624,532
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ｂ.セグメント損益

 
前第２四半期
連結累計期間
(百万円)

 
 
 

当第２四半期
連結累計期間
(百万円)

営業利益（△損失）    

イメージング ソリューション △5,384  4,584

インフォメーション ソリューション 31,813  32,377

ドキュメント ソリューション 46,140  49,668

計 72,569  86,629

全社費用及びセグメント間取引消去 △15,169  △15,034

連結合計 57,400  71,595

その他損益・純額 5,120  4,212

税金等調整前四半期純利益 62,520  75,807

 

 
前第２四半期
連結会計期間
(百万円)

 
 
 

当第２四半期
連結会計期間
(百万円)

営業利益（△損失）    

イメージング ソリューション △4,463  1,363

インフォメーション ソリューション 20,274  19,652

ドキュメント ソリューション 24,448  27,984

計 40,259  48,999

全社費用及びセグメント間取引消去 △7,977  △7,242

連結合計 32,282  41,757

その他損益・純額 △69  4,184

税金等調整前四半期純利益 32,213  45,941

 

　オペレーティングセグメント間取引は市場価格に基づいております。「ｂ.セグメント損益」にお

ける全社費用は、当社のコーポレート部門に係る費用であります。

　当社における有形固定資産の減価償却の方法は、主として定率法を採用しておりましたが、平成26

年４月１日より主に定額法に変更しております。この変更により、従来の方法と比較して、当第２四

半期連結累計期間におけるセグメント別の営業利益はイメージング ソリューションで421百万円、イ

ンフォメーション ソリューションで2,568百万円、全社費用及びセグメント間取引消去で444百万円

増加しております。当第２四半期連結会計期間におけるセグメント別の営業利益はイメージング ソ

リューションで207百万円、インフォメーション ソリューションで1,295百万円、全社費用及びセグ

メント間取引消去で268百万円増加しております。
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(2) 主要顧客及びその他情報

　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間、前第２四半期連結会計期間及び当第２

四半期連結会計期間において、単一顧客に対する売上高が連結売上高の10％を超えるような重要な顧

客はありません。

　ドキュメント ソリューションでは非支配持分に対してオフィス用複写機とその他機器を販売し、

また非支配持分より棚卸資産を購入しております。前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結

累計期間の販売金額はそれぞれ94,167百万円及び96,030百万円、購入金額はそれぞれ6,670百万円及

び6,653百万円であります。前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の販売金額は

それぞれ46,132百万円及び48,520百万円、購入金額はそれぞれ3,417百万円及び3,872百万円でありま

す。

　非支配持分とのライセンス契約その他の取引に関連して、ドキュメント ソリューションではロイ

ヤルティ及び研究開発費等の費用を前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間でそれ

ぞれ6,986百万円及び7,178百万円計上し、また、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会

計期間でそれぞれ3,658百万円及び4,592百万円計上しました。

　前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における当該非支配持分に対する受取債権額は

それぞれ49,004百万円及び48,054百万円、支払債務額はそれぞれ6,238百万円及び6,589百万円であり

ます。

 

 

１５　重要な後発事象

　平成26年10月30日開催の取締役会において、再生医療製品の開発加速、再生医療の事業領域拡大を

目的に、当社が保有する㈱ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング（以下、「J-TEC」と記述しま

す。）の新株予約権の全てを平成26年12月31日までに行使することを決議しました。この行使によ

り、当社は3,600,000株を、新株予約権の発行価額を含め7,380百万円で取得し、当社持株比率は

50.33%となり、J-TECは連結子会社となります。
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２【その他】

　中間配当

　平成26年10月30日開催の取締役会において、富士フイルムホールディングス株式会社定款第36条

の規定に基づき、第119期(自平成26年４月１日　至平成27年３月31日)の中間配当を次のとおり行

うことを決議しました。

 

（１）受領株主 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主

（２）支払請求権の効力発生日

並びに支払開始日
平成26年12月２日

（３）１株当たりの配当金 25円

（４）中間配当金の総額 12,051百万円
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月12日

富士フイルムホールディングス株式会社

　取　締　役　会　　御　中

 

 新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂　　本　　満　　夫　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 室　　橋　　陽　　二　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三　　辻　　雅　　樹　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 須　　山　　誠　一　郎　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る富士フイルムホールディングス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年
度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計
期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連
結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計
算書及び四半期連結財務諸表に対する注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定
により米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に対する注記２
参照）に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に対する注記２参照）に準拠して、富士フ
イルムホールディングス株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態、同日をもって終
了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間
のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認
められなかった。

強調事項
　四半期連結財務諸表に対する注記２重要な連結会計方針の概要(11)に記載されているとおり、会社は
平成26年４月１日より減価償却方法を変更している。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
※　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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